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令和５年度市町村普通会計決算概況 



 

 



 

１ 決算の背景 

（１）令和５年度当初の経済見通し 

  ・国内総生産 ５７１.９兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋２.１％、実質＋１.５％ 

 

（２）国の令和５年度当初予算 

  ア 一般会計の規模 

   １１４兆３,８１２億円（対前年度比＋６兆７,８４８億円、＋６.３％） 

  イ 一般歳出（国債及び地方交付税等、東日本大震災復興特別会計への繰入れを除く歳出） 

   ７２兆７,３１７億円（対前年度比＋５兆３,５７１億円、＋７.９％） 

  ウ 財政投融資計画 

   １６兆２,６８７億円（対前年度比△２兆６,１６８億円、△１３.９％） 

 

（３）地方財政の概要 

  ア 地方財政対策の概要 

令和５年度地方財政対策では、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出

面においては、地域のデジタル化や脱炭素化の推進等に対応するために必要な経費を充実して計上す

るとともに、地方公共団体が住民ニーズに的確に応えつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、

社会保障関係費の増加を適切に反映した計上等を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行

うこととされた。 

また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」等を踏まえ、交付団体を始

め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、令和４年度地方財政計画の水

準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生じることとなった大幅

な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとされた。 

  イ 地方財政計画の規模 

  ・通常収支分 

   ９２兆３５０億円（対前年度比＋１兆４,４３２億円、＋１.６％） 

   （歳入）地方税 ＋４.０％、地方交付税 ＋１.７％、国庫支出金 ＋０.８％、 

地方債 △１０.４％ 

   （歳出）一般行政経費 ＋１.５％、公債費 △１.４％、投資的経費 △０.０％ 

  ・東日本大震災分（平成２４年度から東日本大震災の復旧・復興事業等について区分するため策定） 

① 復旧・復興事業分 ２,６４７億円（対前年度比△３４０億円、△１１.４％） 

   （歳入）震災復興特別交付税 △１２.５％、国庫支出金 △１０.４％ 

   （歳出）一般行政経費 △９.２％、投資的経費 △１３.４％ 

② 全国防災事業分 ５８７億円（対前年度比△４３６億円、△４２.６％） 

（歳入）地方税 △１５.９％ 一般財源充当分 △１２３.６％ 

（歳出）公債費 △４２.６％ 

ウ 地方交付税総額（震災復興特別交付税除く） 

   １８兆３,６１１億円（対前年度比＋３,０７３億円、＋１.７％） 
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（４）国及び地方財政の補正措置 

・補正予算第１号（令和５年１１月） 

   ア 国 

    歳出面では、令和５年１１月に以下の経費等の計上が閣議決定された。 

・物価高から国民生活を守る（２兆７,３６３億円） 

・地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現する（１兆３,３０

３億円） 

・成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する（３兆４,３７５億円） 

・人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推進する（１兆３,４０３億円） 

・国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する（４兆２，８２７億円） 等 

これらの追加計上のほかにも、地方交付税交付金（７，８２０億円）、既定経費の減額（３兆５，

０９８億円）が計上され、また、歳入面では、税収（１,７１０億円）、税外収入（７,６２１億円）、

前年度剰余金受入（３兆３,９１１億円）、公債金（８兆８,７５０億円）が追加計上された。 

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも令和５年度当初予算に対し、１３兆１,９９２

億円増加し、１２７兆５,８０４億円となった。 

   イ 地方 

    この補正予算においては、国税収入の補正等に伴い地方交付税が増額されるとともに、歳出の追

加に伴う地方負担の増加が生じること等から、以下のとおり措置が講じられた。 

・普通交付税の調整額を復活するとともに、令和５年度の地方交付税を２,５９１億円増額交付す

ることとされた。 

・令和６年度及び令和７年度における臨時財政対策債の元利償還金の一部を償還するための基金

の積立てに要する経費の財源を措置するため、令和５年度の普通交付税を３，０００億円増額

することとされた。 

・この補正予算により令和５年度に追加されることとなる投資的経費に係る地方負担については、

原則として、その１００％まで地方債を充当できることとし、一部を除き、後年度における元

利償還金の５０％を公債費方式により基準財政需要額に算入することとされた。 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を１兆５,５９２億円（低所得世帯支援枠分１兆５９

２億円、推奨事業メニュー分５,０００億円）増額することとされた。 

・全額国費により、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の増額（６,１４３億円（医療

分））、新型コロナウイルスワクチンの接種体制の整備及び接種の実施（８８７億円）等に係る

事業を計上することとされた。  

 

・予備費の使用(令和６年１月) 

   ア 国 

    令和５年度一般会計予備費について、令和６年１月に１,５３４億円の使用が閣議決定された。 

   イ 地方 

    この予備費使用においては、歳出の追加に伴う地方負担が生じることから、以下のとおり財政措

置が講じられた。 

・この予備費の使用により令和5年度に追加されることとなる投資的経費に係る地方負担額につ

いては、原則として、その１００％まで地方債充当できるとし、後年度においてその元利償還

金について地方交付税により措置する。 

・この一般会計予備費の使用により令和5年度に追加されることとなる地方債の対象とならない

経費については、特別交付税により措置する。 

・歳入欠かん債の発行要件を満たす地方公共団体においては、令和6年能登半島地震に伴う地方

税等の減免による減収額について、その１００％まで歳入欠かん債を発行できるとし、後年度

における元利償還金については、発行年度における標準税収入額に占める発行額の割合に応じ、

その７５％～８５.５％を公債費公式により基準財政需要額に算入することとする。 等 
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（５）令和５年度の経済実績 

  ・国内総生産 ５９５兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋４.９％、実質＋０.７％ 

 

令和５年の日本経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつある。30年ぶりとなる高水準の賃

上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが見られ、デフレから脱却し、経済の新たなス

テージに移行する千載一遇のチャンスを迎えている。 

他方で、賃金上昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いていない。個人消費や設備投資

は、依然として力強さを欠いている。これを放置すれば、再びデフレに戻るリスクがあり、また、潜在

成長率が０％台の低い水準で推移しているという課題もある。 

このため、政府は、デフレ脱却のための一時的な措置として国民の可処分所得を下支えするとともに、

構造的賃上げに向けた供給力の強化を図るため、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11

月２日閣議決定。以下「総合経済対策」という。）を策定した。その裏付けとなる令和５年度補正予算

を迅速かつ着実に執行するなど、当面の経済財政運営に万全を期す。 

こうした中、令和５年度の我が国経済については、実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は 1.6％程

度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は 5.5％程度、消費者物価（総合）は 3.0％程度の上昇率に

なると見込まれる。 
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２ 決算規模 

・歳入総額：９,６２３億円（前年度９,４８９億円） 

・歳出総額：９,１６５億円（前年度９,０２８億円） 

歳入は対前年度比＋１.４％（＋１３３億円）、歳出は同＋１.５％（＋１３７億円）で、歳入歳出と

もに令和２年度、３年度に続き過去３番目の規模となった。３５市町村で実質収支が赤字の団体はなか

った。 
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３ 決算収支 

   実質収支は、３４７億円（対前年度比△１１.９％）となった。 

   単年度収支は、４７億円の赤字（前年度も３６億円の赤字）となった。赤字団体は２０団体（８市、

１２町村）であった。 

 実質単年度収支は、２９５億円の赤字（前年度も１６９億円の赤字）となった。赤字団体は２５団

体（１１市、１４町村）であった。 

 

 

 

 

 

＜第１図＞ 実質収支比率 
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４ 歳入の概要 

（１）歳入決算額の状況 

「市町村税」は、市町村民税（法人税割）が＋４.７％、同（所得割）が＋１.２％となったことな

どにより、対前年度比＋１.４％（＋４４億円）となった。 

「地方交付税」は、特別交付税が△０.６％となったものの、普通交付税が＋２.６％となり、全体

では＋２.２％(＋２８億円)となった。 

｢国庫支出金｣は、新型コロナウイルス感染症対策関係国庫支出金等の減により、対前年度比△３.

２％（△５４億円）となった。 

「地方債」は、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債や過疎対策事業債等が増となった一方で、

臨時財政対策債が△５３.３％となり、対前年度比△０.３％（△２億円）となった。（臨時財政対策債

を除く地方債は、対前年度比＋１７.３％（＋７０億円）） 
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＜第２図＞市・町村別歳入決算額構成比 

 

 

 

 

＜第３図＞歳入決算額構成比の推移 
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（２）市町村税の状況 

市町村税収入額（国民健康保険税を除く）は３,２０７億円で、対前年度比＋１.４％（＋４４億円）

となった。 

「市町村民税」については、法人税割が＋４.７％（＋１０億円）、所得割が＋１.２％（＋１２億円）

となったこと等により、全体として対前年度比＋１.６％（＋２１億円）となった。 

「固定資産税」については、家屋分が＋３.０％（＋１８億円）となり、全体として対前年度比＋１.

２％（＋１７億円）となった。 

「軽自動車税」については、対前年度比＋２.４％（＋２億円）となった。 

税目構成は、市町村民税と固定資産税とで８７.６％を占めており、前年度（８７.６％）と同程度

である。 
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５ 歳出の概要 

（１）歳出決算額の特徴 

歳出決算額の構成比は、プレミアム付商品券事業費等の減により、目的別内訳では商工･労働費が、

性質別内訳ではその他の経費（補助費等）が減少となった。また、非課税世帯等臨時特別給付金給付

事業費の増により、目的別内訳では民生費が、性質別内訳では扶助費が増加となった。 
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（２）目的別歳出の状況 

｢民生費｣は、非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費の増等により、前年度比＋６.０％（＋１８

８億円）となった。 

「衛生費」は、高浜クリーンセンター建設事業費（高崎市）の増等により、対前年度比＋２.５％（＋

２２億円）となった。 

「商工費」は、プレミアム付商品券事業費の減等により、対前年度比△２０.０％（△１２７億円）

となった。 

「土木費」は、市営住宅施設整備事業費（前橋市及び太田市）の増等により、＋５.９％（＋４６

億円）となった。 

「教育費」は、体育館施設整備事業費（前橋市及び伊勢崎市）の増等により、＋９.０％（＋９４

億円）となった。 
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＜第４図＞市・町村別歳出決算額の目的別構成比 

 

 

 

 

＜第５図＞歳出決算額の目的別構成比の推移 
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（３）性質別歳出の状況 

ア 「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」は、対前年度比＋２.５％（＋１０４億円）となった。 

・扶助費は、非課税世帯等臨時特別給付金給付事業等により、対前年度比＋６.４％（＋１２７億円）

となった。 

イ 「投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）」は対前年度比＋１５.３％

（＋１５３億円）となった。 

・普通建設事業費は、高浜クリーンセンター建設事業費（高崎市）の増等により、対前年度比＋１

６.５％（＋１６２億円）となった。（補助事業費が＋５２.７％（＋１８９億円）、単独事業費が△

４.８％（△２９億円）） 

・災害復旧事業費は、△６５.４％（△１０億円）となった。 

  ウ 「その他経費」は、対前年度比△３.１％（△１１９億円）となった。 

・物件費は、新型コロナウイルスワクチン接種委託料の減等により、対前年度比△２.９％（△３

９億円）となった。 

・積立金は、減債基金積立金の減等により、対前年度比△６.８％（△１５億円）となった。 

・貸付金は、制度融資預託金の減等により、対前年度比△１３.２％（△４０億円）となった。 
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＜第６図＞市・町村別歳出決算額の性質別構成比 

 

 

 

＜第７図＞歳出決算額の性質別構成比の推移 
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６ 財政構造の弾力性 

・経常収支比率 

経常収支比率は、物件費や扶助費などの増により経常経費充当一般財源（分子）が増加し、地方税や

地方交付税の増により経常一般財源収入額（分母）が増加したが、分子の増加が上回ったため、前年度

に比べ１.１ポイント悪化して９４.７％となった。また、経常収支比率が９０.０％以上の市町村は、

県内３５団体中２５団体であり、前年度から増加した。＜第８図＞ 

経常収支比率の内訳のうち、義務的経費である人件費、公債費及び扶助費については、扶助費は少し

上昇し、人件費及び公債費は減少している。＜第９図＞ 

  

【経常収支比率の近年の推移】 

経常経費充当一般財源については、平成 26 年度から令和元年度にかけて同水準で推移しているが、

令和２年度から令和５年度にかけては、人件費、物件費及び公債費等が年々増加していることにより増

加している。電気や燃料等の物価及び人件費の高騰が大きく影響したためと考えられ、平成 26 年度と

令和5年度を比べると経常経費充当一般財源の群馬県内市町村合計額は３４０億円増加している。 

  経常一般財源については、大きな割合を占める市町村税と普通交付税がともに同水準で推移していた

が、令和３年度以降については、地方交付税の原資である国税の税収が好調であったため、地方交付税

の再算定があり増加している。 

  経常収支比率については、平成２６年度から令和元年度にかけては、上記の理由により、同水準で推

移しているが、かなり高止まりしている状況が見て取れる。令和３年度は、経常経費充当一般財源はあ

まり変わらず、地方交付税の再算定により経常一般財源が大きく増加したため経常収支比率が改善した。

しかし、令和４年度、令和５年度については、経常経費充当一般財源及び経常一般財源ともに増加して

いるが、経常経費充当一般財源の増が大きいため、経常収支比率は悪化している。 

 

＜第８図＞経常収支比率の推移 
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＜第９図＞義務的経費に係る経常収支比率の推移 
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７ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 

（１）地方債現在高の状況 

令和５年度末における地方債現在高は、対前年度比△２.７％（△２００億円）となり、７,１１６

億円であった。なお、臨時財政対策債を除く地方債現在高は、対前年度比１.１％（＋４３億円）増加

し、４,０７３億円であった。 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた債務総額は７，９５７億円で

あり、歳入総額に対する割合は、対前年度比２.０ポイント減の８２.７％となっている。 

 

 

 
 

＜第10図＞地方債現在高と臨時財政対策債の推移 

 24 



 

＜第11図＞地方債現在高と標準財政規模に対する割合の推移 

 

 

 

（２）積立金の状況 

令和５年度末における積立金現在高は、対前年度比＋０.４％（＋１１億円）となり、２,４４０億

円であった。 
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（３）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた額

（地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担）は、５,５１６億円となった。これは、

標準財政規模に対する比率にして１１１.５％の規模となっており、前年度に比べて３.４ポイント減

少した。 

 

 

 

 

 

＜第12図＞地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 
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８ 東日本大震災に係る事業 

（１）復旧・復興事業 

東日本大震災に係る復旧・復興事業に要した経費は６３，３５４千円で、対前年度比△６.９％（△

４，７０７千円）となった。 

・主な事業 放射線測定委託等 

・主な歳入 一般財源等 

 

（２）全国防災事業 

東日本大震災に係る全国防災事業に要した経費は９２２，１３２千円で、対前年度比△４５.９％（△

７８３，４６０千円）となった。 

・主な事業 全国防災事業債の償還金等 

・主な歳入 一般財源等 
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